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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第138期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第137期以前については記載しておりません。 

３ 第138期中の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」は１株当たり中間純損失のため記載しておりません。 

  

回次 第136期中 第137期中 第138期中 第136期 第137期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) ― ― 2,332 ― ―

経常損失 (百万円) ― ― 505 ― ―

中間純損失 (百万円) ― ― 516 ― ―

純資産額 (百万円) ― ― 5,508 ― ―

総資産額 (百万円) ― ― 12,893 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 49.78 ― ―

１株当たり中間純損失 (円) ― ― 5.23 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 42.7 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― △153 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― △3,601 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― 2,683 ― ―

現金及び現金同等物の 
中間期末残高 

(百万円) ― ― 1,314 ― ―

従業員数 (名) ― ― 119 ― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第137期以前の「持分法を適用した場合の投資利益」については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３ 第138期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第138期中間会計期間の「持分法を適用した場合の投資

利益」、「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動によるキャッシ

ュ・フロー」及び「現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高」は記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

５ 第137期中の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、１株当たり中間純損失であり、第136期中から

第137期中までは、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第137期以降については、潜在株式は存在しま

すが、１株当たり中間(当期)純損失のため記載しておりません。 

回次 第136期中 第137期中 第138期中 第136期 第137期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 3,214 3,448 2,332 8,916 7,120

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △226 △502 △372 63 △895

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) 248 △12,126 △382 846 △4,846

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 3,801 3,801 3,483 3,801 1,631

発行済株式総数 (株) 
(普通株式)
43,522,335 

(普通株式)
43,522,335 

(普通株式)
110,761,885 
(優先株式)
40,050,000 

(普通株式)
43,522,335 

(普通株式)
53,522,335 
(優先株式)
40,000,000 

純資産額 (百万円) 4,127 △7,391 5,642 4,727 2,319

総資産額 (百万円) 21,463 11,576 13,022 23,115 11,808

１株当たり純資産額 (円) 94.95 △170.11 50.99 108.78 43.41

１株当たり中間(当期) 
純利益又は１株当たり 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 5.72 △279.08 △3.87 19.48 △109.45

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0 0 0 0 0

自己資本比率 (％) 19.2 △63.8 43.3 20.4 19.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 384 10 ― △477 △798

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 687 △12 ― 1,271 1,023

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,201 △315 ― △2,717 1,459

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 486 373 ― 691 2,376

従業員数 (名) 201 196 119 200 126



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

なお、前事業年度末におきましてその他の関係会社でありました川岸工業株式会社は、当社が発行いたしました新

株予約権が行使されたことから発行済普通株式が増加し、当中間連結会計期間末における同社の当社に対する議決権

所有割合が15％を下回ったため、その他の関係会社には該当しないこととなりました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

その他の関係会社でありました川岸工業株式会社は、上記２［事業の内容］で記載のとおり、その他の関係会社に

は該当しないこととなりました。 

しかしながら、橋梁専業メーカーである当社は、鉄骨専業メーカーである同社と経営資源の相互有効活用やそれぞ

れの分野での実績を基にした業務上のシナジーを追求することによる経営効率の向上等を目的として、平成14年10月

に資本・業務提携契約を締結しており、今後におきましても両者の良好な関係を維持すべきものと認識いたしており

ます。 

なお、平成18年９月末時点における、同社の当社に対する議決権所有割合は13.1％であります。 

  

また、当中間連結会計期間より、次の子会社を連結子会社として中間連結財務諸表を作成しております。 

  

(注) １ 特定子会社であります。 

２ 当中間連結会計期間において、㈱サクラダを引受先とする第三者割当増資(普通株式15,000株、資本金375百万円、資本準

備金375百万円)及び第１回新株予約権の行使(普通株式57,730株、資本金1,443百万円、資本準備金1,443百万円)が行われ

ました。 

  

名称 住所 資本金(百万円) 主要な事業の内容
議決権の所有割合

(％) 
関係内容 

㈱エスビーオー 千葉県市川市 1,828 
投資業および
有価証券投資 

100

当社は㈱エスビ
ーオーを通じ投
資事業を行って
いる 
役員の兼務３名 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 連結子会社である㈱エスビーオーにつきましては、当社より使用人兼務取締役(１名)及び従業員(２名)が役員を兼務して

おり、従業員はおりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数で表示しており、使用人兼務取締役(２名)及び執行役員(２名)は含まれておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

区分 従業員数(名) 

鋼構造物部門 110 

管理部門 9 

計 119 

従業員数(名) 119 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善し、設備投資が増加しております。個人消費は、伸

びが鈍化しているものの、雇用情勢の改善に広がりがみられ、景気は回復基調をたどっております。 

しかし当業界におきましては、公共投資関係費の減少が続いており、加えて、先般の橋梁談合問題の影響等によ

り受注獲得競争が熾烈さを増し、受注単価が下落する等、当社グループを取り巻く環境は極めて厳しい状況にあり

ます。 

このような状況において当社グループとして受注獲得に全力を尽くした結果、関東地方整備局の湾岸高浜立体海

側上部工事、近畿地方整備局の讃良地区鋼製橋脚工事、鉄運機構の松原橋りょう、福島県の富久山橋などを受注

し、橋梁の受注高につきましては3,880百万円、総体として3,899百万円となりました。 

なお当社グループは、前期におきましては連結決算を行っていないことから、前年同期の受注高を記載すること

ができませんが、当社単体の前年同期における受注高は、橋梁で11百万円、総体で39百万円でありました。 

連結完成工事高につきましては、当中間期の受注時期の遅れ等により、橋梁で2,311百万円、総体として2,332百

万円にとどまりました。 

損益面につきましては、前期末に行った大幅な人員削減及び営業所の集約等によるコスト削減効果が出てきてお

りますが、連結完成工事高の減少が大きく、連結経常損失は505百万円となり、連結中間純損失は516百万円となり

ました。 
  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)残高は1,314百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 
  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果減少した資金は153百万円となりました。これは主に、売上債権等の減少額1,512百万円等によ

り資金が増加したものの、税金等調整前中間純損失510百万円の計上、損失引当金の減少額371百万円及び仕入債

務の減少額832百万円による資金の減少があったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果減少した資金は3,601百万円となりました。これは主に、増資により得られた資金を匿名組合へ

出資したことによるものであります。 
  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果増加した資金は2,683百万円となりました。これは主に、借入金の返済による支出1,010百万円

による資金の減少及び株式の発行による収入3,694百万円による資金の増加があったことによるものであります。

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、前年同期比の記載を省略しております。 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 生産高は、契約価格を技術的に測定した実際工事量の出来高を示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額は契約価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 日本道路公団については、平成17年10月１日付で分割・民営化により、東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高

速道路㈱となりました。 

事業部門 生産高(百万円)

橋梁 2,429 

その他 21 

合計 2,451 

事業部門 受注高(百万円) 受注残高(百万円) 

橋梁 3,880 7,363 

その他 19 0 

合計 3,899 7,363 

事業部門 
前中間会計期間
販売高(百万円) 

当中間連結会計期間 
販売高(百万円) 

橋梁 3,423 2,311 

その他 25 21 

合計 3,448 2,332 

相手先 
前中間会計期間 

相手先
当中間連結会計期間 

販売高 
(百万円) 

割合(％)
販売高 
(百万円) 

割合(％) 

国土交通省 1,289 37.4 国土交通省 513 22.0 

日本道路公団 707 20.5 首都高速道路㈱ 291 12.5 

    中日本高速道路㈱ 287 12.3 



３ 【対処すべき課題】 

当社といたしましては、先般の談合問題に対し、極めて重大かつ厳粛に受け止めており、一日も早い信頼回復に努

めることが当社の最大の責務であると認識しております。そのため、当中間期におきましても、内部監査専任部署で

ある監査室による内部監査や、コンプライアンス委員会によるコンプライアンスマニュアルの再整備等を実施してお

り、引き続き社内における法令遵守の徹底および内部管理体制の強化に取り組んでまいります。 

また当社は、平成17年11月16日に策定した「事業再生計画」に基づき、強固な収益基盤の確立と、財務体質の更な

る改善を図るため、全社一丸となって計画達成に向け取り組んでおります。 

本計画の骨子および進捗状況は、下記のとおりであります。 

(1) 基本方針 

① 利益計画達成の実現性を高めるべく、営業戦略の方向転換により総コストを大幅に圧縮し、損益分岐点の引

き下げを図ります。 

② 必要受注量のハードルを引き下げるとともに、コスト競争力において競合他社との差別化を実現し、必要受

注量の確保を目指します。 

(2) 経営組織の再編とコスト削減 

① 本社を市川事業所に移転し本社工場とするとともに、営業拠点を集約致しました。これにより、営業部門、

本社管理部門の大幅な人員削減を行い、人件費や賃借料等の一般管理販売費の大幅な圧縮を実現致しまし

た。 

② 受注工事の施工地域を限定することによる、輸送費、現場経費の削減に取り組んでおります。 

③ 設計、製造、工事部門における人員削減による人件費の削減を実施致しましたが、受注工事規模を大型化す

ることで工事件数の減少を図る等、人員減少への対応に取り組んでおります。 

(3) 財務体質の健全化及び債権放棄等の要請 

① 本社、社員寮、社宅等の資産を売却し、借入金の一部圧縮を行いました。今後は事業再生計画を着実に実行

することにより、さらなる借入金の削減を実現します。 

② 前期末に、取引金融機関による総額約87億円の債権放棄を実施して頂きました。これにより、財務体質は抜

本的に改善されました。 

③ 資本の増強を図るため、森電機株式会社が単独で匿名組合出資する匿名組合に、総額25億円の第三者割当増

資を引き受けて頂き、平成18年３月に20億円、平成18年９月に５億円の払込が完了いたしました。 

(4) 事業再生投資分野への進出 

当社を取り巻く外部環境の厳しさおよび先行きの不透明さを考慮し、事業再生計画の確実な遂行の下支え並び

に経営基盤および財務基盤の更なる強化のため、当社100％子会社である㈱エスビーオーを通じ、事業再生投資分

野へ進出致しました。これにより、先行き不透明な業界環境への対応力および非常に厳しい競争環境下での企業

抵抗力を高めることが可能になると考えており、今後、経営基盤および財務基盤の更なる強化により、早期に信

用回復を果たすことで、関係各位の皆様のご支援に応えることができると考えております。 

なお、既に第一号投資案件として、㈱エスビーオーを通じ、株式会社ディーワンダーランド社の第三者割当増

資を引き受けております。 

  
 



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、主要製品である鋼橋の設計、製作、架設、維持管理に至る橋梁のライフサイクル全体のコストパ

フォーマンスを念頭に置いた研究活動を推進しております。当中間連結会計期間における研究開発費は７百万円とな

りました。 

研究開発活動の具体的な内容については以下のとおりであります。 

(1) 短期間立体交差施工技術 

大都市圏における交通渋滞を緩和することを目的とした交差点立体交差化工事の短期間施工方法「Rainbow(レイ

ンボー)工法」を㈱間組と共同で開発し、平成15年５月に発表いたしました。 

その後、上下部工のジョイント構造の実用化に着目し両者共同で技術開発をスタートさせ、平成18年５月には縮

尺モデルにおける実験を実施して、構造の妥当性を確認いたしました。 

今後も埼玉大学睦好教授の指導の下で研究を推進し、早期の実用化を目指してまいります。 

(2) 環境との調和 

特許を取得した「車両走行による鋼橋の低周波振動の低減装置」について、歩道橋における有効利用も視野に入

れ、実橋でのデータ収集による検証と性能向上のための実験を継続してまいります。 

(3) 維持管理 

「橋梁振動計測による健全度評価方法」の開発に大学と共同で取り組んでおり、現在は更なる精度向上を目指し

た解析技術について研究中です。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ Ａ種優先株式の内容は以下のとおりであります。なお、旧商法下の発行条件を記載しております。 

(1) 優先配当金 

 (イ) 利益配当を行う場合の優先配当金 

当社は、利益配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)又はＡ種優先株式の登

録質権者(以下「Ａ種優先登録質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普

通株式の登録質権者(以下「普通登録質権者」という。)に先立ち、１営業年度につきＡ種優先株式１株につき下記

(ロ)に定める額の利益配当金(以下「Ａ種優先配当金」という。)を支払う。但し、当該営業年度において下記(ハ)に

定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ａ種優先中間配当金を控除した額とする。 

 (ロ) 利益配当を行う場合の優先配当金の額 

Ａ種優先配当金の額は、以下の算式に従い計算される金額とする。Ａ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出

し、その小数第４位を四捨五入する。但し、計算の結果が５円を超える場合は、５円とする。初年度における優先配

当金は、配当起算日から営業年度の最終日までの日数(初日及び最終日を含む。)で日割計算した額とする。 

Ａ種優先配当金＝50円×(日本円TIBOR(６ヶ月物)＋1.0％) 

上記において、「日本円TIBOR(６ヶ月物)」とは、平成18年４月１日以降の各営業年度の４月１日及び10月１日(以下

「優先配当算出基準日」という。)の２時点において、午前11時現在における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・

バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値の平均値をいい、上記計算式においては、

次回の優先配当算出基準日の前日までの各営業年度について適用される。但し、優先配当算出基準日が銀行休業日の

場合は直前営業日を優先配当算出基準日とする。優先配当算出基準日に日本円TIBORが公表されない場合、同日ロンド

ン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円LIBOR６ヶ月物(360日

ベース)として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値又はこれに準ずると認められるものを日本円TIBORに代えて

用いるものとする。日本円TIBOR又はこれに代えて用いる数値は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四

捨五入する。 

 (ハ) 中間配当を行う場合の優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対し、普通株主又は普通登録質権者に先立

ち、上記(ロ)に定める額の２分の１に相当する額の金銭(以下「Ａ種優先中間配当金」という。)を支払う。 

 (ニ) 累積条項 

ある営業年度において、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対して支払う１株当たり利益配当金の額がＡ種優先

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 518,197,540

Ａ種優先株式 40,000,000

Ｂ種優先株式 50,000

計 558,247,540

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 110,761,885 110,761,885
東京証券取引所
(市場第一部) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

Ａ種優先株式 40,000,000 40,000,000 ― (注)１ 

Ｂ種優先株式 50,000 50,000 ― (注)２ 

計 150,811,885 150,811,885 ― ― 



配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積し、累積未払配当金については、Ａ種優先配当金

に先立って、これをＡ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対して支払う。 

 (ホ) 非参加条項 

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当を行わない。 

(2) 普通株式への転換予約権 

Ａ種優先株主は、以下の転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、Ａ種優先株式の普通株式への転換を請

求することができる。 

 (イ) 転換を請求し得べき期間 

Ａ種優先株式の転換を請求し得べき期間は、平成18年３月30日から平成28年３月31日(当該日が営業日でない場合には

翌営業日)までとする。(以下「転換請求期間」という。) 

 (ロ) 転換の条件 

Ａ種優先株主は、１株につき下記(2)(ロ)(ａ)乃至(ｃ)に定める転換価額により、Ａ種優先株式を当社の普通株式に転

換することができる。 

 (ａ) 当初転換価額 

当初転換価額は50円とする。 

 (ｂ) 転換価額の調整 

① 転換価額は、Ａ種優先株式の発行後、下記②に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合

又は変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)をもって転換価額を

調整する。なお、次の算式において「既発行普通株式数」は当社の発行済普通株式総数(但し、普通株式に係る自

己株式を除く)をいう。 

② 転換価額調整式によりＡ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。 

(i) 下記④(ii)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって当社の普通株式を新たに発行又は当社の有す

る当社の普通株式を処分する場合(但し、当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券又は当社の

普通株式の移転(以下当社の普通株式の発行又は移転を「交付」という。)を請求できる新株予約権(新株予約権

付社債に付されたものを含む。)の転換又は行使による場合を除く。)、調整後の転換価額は、払込期日の翌日

以降、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ii)株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以

降、株式の分割のための株主割当日がないときには、当社の取締役会において株式分割の効力発生日と定めた

日の翌日以降、これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組入れられることを条件にその部分をもって

株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議を

する株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当

該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

  なお、上記但書の場合において、株式の分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れの

決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を交

付する。 

    

既発行普通株式数＋

新発行・処分
普通株式数 

× 
１株当たりの 
発行・処分価額 

  

調整後転換価額＝

  

調整前転換価額× 
１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 



  

  この場合に、１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(iii)下記④(ii)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券又は

当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合、調整後の転換価額

は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換価額で転換され又は当初の

行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日(新株予約権が無

償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用する。但し、その証券の募集のための株主割当日がある

場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

③ 当社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が合理的と

判断する転換価額の調整を行うものとする。 

(i) 株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、同法第374条ノ16に定められた吸収分割、又は

合併のために転換価額の調整を必要とするとき。 

(ii)その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要とするとき。 

(iii)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出に当たり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④(i) 転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

(ii)転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日(但し、上記②(ii)但書の場合に

は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通

取引の毎取引日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。なお、上記45取引日の間に、上記②又は③で定める転換価

額の調整事由が生じた場合には、転換価額調整式で使用する時価(当該平均値)は、取締役会が合理的と判断す

る価額に調整される。 

⑤ 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、又は株主割当日がない場合は調整

後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当

社普通株式数を控除した数とする。転換価額調整式に使用する「調整前転換価額」は、調整後転換価額を適用す

る前日において有効な転換価額とする。 

 (ｃ) 転換価額の修正 

また、転換価額は、転換請求期間中の毎日(以下「転換価額調整日」という。)において、修正前に有効であった転

換価額(以下「修正前転換価額」という。)を、(i)修正前転換価額、(ii)株式会社東京証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。)が存在した、転換価額調整日に先立つ５取引日(当日を含まない)にお

ける当該終値の単純平均値の１円未満を切り上げた金額、のいずれか低いほうの金額(以下「修正後転換価額」とい

う)に修正される。但し、上記の結果、修正後転換価額が23円(以下「下限転換価額」という。但し、上記(ｂ)によ

り調整される。)を下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

 (ｄ) 上記(2)の規定により転換価額の調整を行う場合には、下限転換価額についても、「転換価額」を「下限転換価額」

に置き換えた上で、上記(2)①乃至④の規定を準用して同様の調整を行う。 

 (ｅ) 上記(ａ)乃至(ｃ)により転換価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその

事由、修正又は調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、修正又は調整後の転換

価額及びその適用の日その他必要な事項をＡ種優先株主及びＡ種優先登録質権者に通知する。 

但し、上記(ｂ)②(ii)但書に示される株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができな

いときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

(3) 議決権 

Ａ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

(4) 単元株式制度 

Ａ種優先株式の１単元の株式数は、1,000株とする。 

  
株式数＝ 

(調整前転換価額－調整後転換価額)×
調整前転換価額により 

当該期間内に発行された株式数 

調整後転換価額



(5) 株式の併合又は分割 

当社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割を行わない。 

(6) 転換により発行すべき普通株式数 

Ａ種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。発行すべき普通株式数の算出にあたって

１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(7) 転換請求受付場所 

株式会社サクラダ 総務部総務課 

千葉県市川市二俣新町21番地 

(8) 転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書及びＡ種優先株式の株券が上記(7)に記載する転換請求受付場所に到着したときに発生する。

但し、Ａ種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。 

(9) 期中転換の取扱い 

Ａ種優先株式の転換請求権行使により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配当金は、配当計算期間

(４月１日から９月30日まで、及び10月１日から翌３月31日までの各６ヶ月間)の期初に転換があったものとみなしてこれ

を支払う。 

(10) 残余財産の分配 

当社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株式又はＡ種優先登録質権者に対し、普通株式又は普通登録質権者に先立

ち、Ａ種優先株式１株につき50円(但し、Ａ種優先株式について株式の併合又は分割その他調整が合理的に必要とされる

事由が発生した場合には、かかる事項が行われる直前のＡ種優先株式の経済的価値を維持できる範囲で適切に調整された

額とする。)及び累積未払配当金相当額を支払う。 

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質権者に対しては、前記の金額を超えては財産の分配は行わない。 

(11) 償還請求権 

Ａ種優先株主は、償還請求権を行使できない。 

(12) 買入消却 

当社は、いつでも法令に従ってＡ種優先株式を買い受け、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買受価額により消

却することができる。当社が本(12)の定めに従ってＡ種優先株式を買い受ける場合、他の種類の株式を有する株主は、商

法第210条第７項の請求をなし得ず、同株主に関する請求権にかかる同条第６項の招集通知の記載を要しないものとす

る。 

(13) 強制転換 

平成28年３月31日(当該日が営業日でない場合は翌日)までに転換請求のなかったＡ種優先株式は、その翌日(以下「強制

転換基準日」という。)以降の取締役会で定める日をもって、Ａ種優先株式の払込金相当額を強制転換基準日に先立つ45

取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。)の単

純平均値で除して得られる数の普通株式となる。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。但し、当該平均値が下限転換価額(但し、(2)(ロ)(ｂ)により調整される。)を下回るときは、Ａ種優先株式

の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる数の普通株式となる。上記の普通株式数の算出にあたって１株に満たな

い端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準じてこれを取扱う。 

(14) 上記各項のほか、本要項は各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。 

  

２ Ｂ種優先株式の内容は以下のとおりであります。なお、旧商法下の発行条件を記載しております。 

 (1) 優先配当金 

  (イ) 利益配当を行う場合の優先配当金 

当会社は、利益配当を行うときは、Ｂ種優先株式を有する株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)又はＢ種優先株式

の登録質権者(以下「Ｂ種優先登録質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)

又は普通株式の登録質権者(以下「普通登録質権者」という。)に先立ち、１営業年度につきＢ種優先株式１株につ

き下記(ロ)に定める額の利益配当金(以下「Ｂ種優先配当金」という。)を支払う。但し、当該営業年度において下

記(ハ)に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｂ種優先中間配当金を控除した額とする。 

  (ロ) 利益配当を行う場合の優先配当金の額 

Ｂ種優先配当金の額は、以下の算式に従い計算される金額とする。Ｂ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算

出し、その小数第４位を四捨五入する。但し、計算の結果が1,000円を超える場合は、Ｂ種優先配当金の額は、

1,000円とする。初年度におけるＢ種優先配当金は、配当起算日から営業年度の最終日までの日数(初日及び最終日

を含む。)で日割り計算した額とする。 

Ｂ種優先配当金＝10,000円×(日本円TIBOR(６ヶ月物)＋1.0％) 

上記において、「日本円TIBOR(６ヶ月物)」とは、平成18年４月１日以降の各営業年度の４月１日及び10月１日(以

下「優先配当算出基準日」という。)の２時点において、午前11時現在における日本円６ヶ月物トーキョー・インタ

ー・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値の平均値をいい、上記計算式におい

ては、次回の優先配当算出基準日の前日までの各営業年度について適用される。但し、優先配当算出基準日が銀行

転換により発行すべき普通株式数＝ 
優先株主が転換請求のために提出した優先株式の発行価額の総額 
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休業日の場合は直前営業日を優先配当算出基準日とする。優先配当算出基準日に日本円TIBORが公表されない場合、

同日ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円LIBOR６

ヶ月物(360日ベース)として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値又はこれに準ずると認められるものを日本

円TIBORに代えて用いるものとする。日本円TIBOR又はこれに代えて用いる数値は、％未満小数第４位まで算出し、

その小数第４位を四捨五入する。 

  (ハ) 中間配当を行う場合の優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、当年９月末日現在のＢ種優先株主又は当年９月末日現在のＢ種優先登録質権者に

対し、普通株主又は普通登録質権者に先立ち、上記(ロ)に定める額の２分の１に相当する額の金銭(以下「Ｂ種優先

中間配当金」という。)を支払う。 

  (ニ) 累積条項 

ある営業年度において、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録質権者に対して支払う１株当たり利益配当金の額がＢ種優

先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積し、累積未払配当金については、Ｂ種優先配

当金に先立って、これをＢ種優先株主又はＢ種優先登録質権者に対して支払う。 

  (ホ) 非参加条項 

Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて配当を行わない。 

 (2) 普通株式への転換予約権 

Ｂ種優先株主は、以下の転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、Ｂ種優先株式の普通株式への転換を

請求することができる。 

  (イ) 転換を請求し得べき期間 

Ｂ種優先株式の転換を請求し得べき期間は、平成18年10月２日から平成28年３月31日(当該日が営業日でない場合に

は翌営業日)までとする。(以下「転換請求期間」という。) 

  (ロ) 転換の条件 

Ｂ種優先株主は、１株につき下記(2)(ロ)(ａ)乃至(ｃ)に定める転換価額により、Ｂ種優先株式を当社の普通株式に

転換することができる。 

   (ａ) 当初転換価額 

当初転換価額は50円とする。 

   (ｂ) 転換価額の調整 

① 当社は、Ｂ種優先株式の発行後、下記②に掲げる各事由により当社発行済普通株式数に変更を生じる場合又は

変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)に従って調整される。

なお、次の算式において「既発行普通株式数」は当社の発行済普通株式総数(但し、普通株式に係る自己株式を

除く)をいう。 

② 転換価額調整式によりＢ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

(i) 下記④(ii)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって当社の普通株式を新たに発行又は当社の有

する当社の普通株式を処分する場合(但し、当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券又は当

社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当社の有する当社の普通株式の移転(以下当社の普通株式の発行又

は移転を「交付」という。)を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の転換又は

行使による場合を除く。)、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ii)株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以

降、株式の分割のための株主割当日がないときには、当社の取締役会において株式分割の効力発生日と定め

た日の翌日以降、これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組入れられることを条件にその部分をも

って株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの

決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価

額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

  なお、上記但書の場合において、株式の分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れ

の決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式

を交付する。 

  この場合に、１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(iii)下記④(ii)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券又

は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合、調整後の転換

価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換価額で転換され又は

当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日(新株予
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約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用する。但し、その証券の募集のための株主割当日

がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

③ 当社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が合理的

と判断する転換価額の調整を行うものとする。 

(i) 株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、同法第374条ノ16に定められた吸収分割、又

は合併のために転換価額の調整を必要とするとき。 

(ii)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(iii)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出に当た

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④(i) 転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

(ii)転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日(但し、上記②(ii)但書の場合

には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の

普通取引の毎取引日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。なお、上記45取引日の間に、上記②又は③で定め

る転換価額の調整事由が生じた場合には、転換価額調整式で使用する時価(当該平均値)は、取締役会が合理

的と判断する価額に調整される。 

⑤ 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、又は株主割当日がない場合は調

整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す

る当社普通株式数を控除した数とする。転換価額調整式に使用する「調整前転換価額」は、調整後転換価額を

適用する前日において有効な転換価額とする。 

   (ｃ) 転換価額の修正 

また、転換価額は、転換請求期間中の毎日(以下「転換価額調整日」という。)において、修正前に有効であった

転換価額(以下「修正前転換価額」という。)を、(i)修正前転換価額、(ii)株式会社東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。)が存在した、転換価額調整日に先立つ５取引日(当日を含まな

い)における当該終値の単純平均値の１円未満を切り上げた金額、のいずれか低いほうの金額(以下「修正後転換

価額」という)に修正される。但し、上記の結果、修正後転換価額が23円(以下「下限転換価額」という。但し、

上記(b)により調整される。)を下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

   (ｄ) 上記(b)の規定により転換価額の調整を行う場合には、下限転換価額についても、「転換価額」を「下限転換価

額」に置き換えた上で、上記(b)①乃至④の規定を準用して同様の調整を行う。 

   (ｅ) 上記(ａ)乃至(ｃ)により転換価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにそ

の事由、修正又は調整前の転換価額、修正後又は調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項をＢ種優

先株主及びＢ種優先登録質権者に通知する。但し、上記(ｂ)②(ii)但書に示される株式分割の場合その他適用の

日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。 

 (3) 議決権 

Ｂ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

 (4) 単元株式制度 

Ｂ種優先株式の１単元の株式数は、1,000株とする。 

 (5) 株式の併合又は分割 

当社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について、株式の併合又は分割を行わない。 

 (6) 転換により発行すべき普通株式数 

Ｂ種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。発行すべき普通株式数の算出にあたっ

て１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

 (7) 転換請求受付場所 

株式会社サクラダ 総務部総務課 

千葉県市川市二俣新町21番地 

 (8) 転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書及びＢ種優先株式の株券が上記(7)に記載する転換請求受付場所に到着したときに発生す

る。但し、Ｂ種優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。 

 (9) 期中転換の取扱い 

Ｂ種優先株式の転換請求権行使により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配当金は、配当計算期間

(４月１日から９月30日まで、及び10月１日から翌３月31日までの各６ヶ月間)の期初に転換があったものとみなしてこ

れを支払う。 

 (10) 残余財産の分配 

当社の残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株式又はＢ種優先登録質権者に対し、普通株式又は普通登録質権者に先立

ち、Ｂ種優先株式１株につき10,000円(但し、Ｂ種優先株式について株式の併合又は分割その他調整が合理的に必要と

される事由が発生した場合には、かかる事項が行われる直前のＢ種優先株式の経済的価値を維持できる範囲で適切に調
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整された額とする。)及び累積未払配当金相当額を支払う。 

Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録質権者に対しては、前記の金額を超えては財産の分配は行わない。 

 (11) 償還請求権 

Ｂ種優先株主は、償還請求権を行使できない。 

 (12) 買入消却 

当社は、いつでも法令に従ってＢ種優先株式を買い受け、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買受価額により

消却することができる。当社が本(12)の定めに従ってＢ種優先株式を買い受ける場合、他の種類の株式を有する株主

は、商法第210条第７項の請求をなし得ず、同株主に関する請求権にかかる同条第６項の招集通知の記載を要しないも

のとする。 

 (13) 強制転換 

平成28年３月31日(当該日が営業日でない場合は翌日)までに転換請求のなかったＢ種優先株式は、その翌日(以下「強

制転換基準日」という。)以降の取締役会で定める日をもって、Ｂ種優先株式の払込金相当額を強制転換基準日に先立

つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含

む。)の単純平均値で除して得られる数の普通株式となる。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。但し、当該平均値が下限転換価額(但し、(2)(ロ)(ｂ)により調整される。)を下回るとき

は、Ｂ種優先株式の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる数の普通株式となる。上記の普通株式数の算出にあ

たって１株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準じてこれを取扱う。 

 (14) 上記各項のほか、本要項は各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。 

  

※ なお、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の優先配当金の支払順位及び残余財産の支払順位は同順位とします。 
  



(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 新株予約権の行使により、発行済株式総数が57,239千株、資本金が1,602百万円及び資本準備金が1,602百万円増加しまし

た。 

２ 平成18年９月29日Ｂ種優先株式の発行により、発行済株式総数が50千株、資本金が250百万円及び資本準備金が250百万円

増加しました。 

３ 平成18年６月29日開催の定時株主総会における損失処理案承認により、資本準備金が1,260百万円減少しました。 

  

(4) 【大株主の状況】 

①普通株式 

平成18年９月30日現在 

  

②Ａ種優先株式 

  

③Ｂ種優先株式 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 

(百万円) 

資本金残高
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

57,289 150,811 1,852 3,483 592 2,552

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

川岸工業株式会社 東京都港区東新橋１丁目２番13号 14,508 13.0

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町
１丁目２番10号 

6,441 5.81

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京店) 

133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB,U.K 
(東京都港区六本木６丁目10番１号  
六本木ヒルズ森タワー) 

5,530 4.99

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,440 1.30

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,418 1.28

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエスジ
ー 
(常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 
カストデイ業務部) 

1,401 1.26

サクラダ・バイアウトファンド 
有限責任中間法人 

東京都中央区日本橋兜町１丁目７番
デュオスカーラ1002 

950 0.85

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 938 0.84

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 675 0.60

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 633 0.57

計 ― 33,935 30.63

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

サクラダ・ホールディングス 
有限責任中間法人 

東京都千代田区丸の内３丁目２番３号 40,000 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

サクラダ・ホールディングス 
有限責任中間法人 

東京都千代田区丸の内３丁目２番３号 50 100.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株(議決権14個)含まれておりま
す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 

Ａ種優先株式 
40,000,000 

Ｂ種優先株式 
50,000 

―

「１ 株式の状況」の
「(1)株式の総数等」の
「②発行済株式」の注
記参照 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) ―
株主としての権利内容
に制限のない、標準と
なる株式 普通株式 100,000 

完全議決権株式(その他) 普通株式 110,247,000 110,247 同上 

単元未満株式 普通株式 414,885 ― 同上 

発行済株式総数 150,811,885 ― ― 

総株主の議決権 ― 110,247 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社サクラダ 

千葉県市川市二俣新町 
21番地 

100,000 ― 100,000 0.09

計 ― 100,000 ― 100,000 0.09

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 146 126 81 77 74 69

最低(円) 98 64 64 51 55 55



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)

に準じて記載しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、中間連結財務諸表作成初年度であるた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、公認会計士仲井良治、同松下素久の両氏により

中間監査を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

現金預金   1,314   

受取手形及び 
完成工事未収入金 

※３ 1,253   

未成工事支出金   838   

その他   143   

貸倒引当金   △0   

流動資産合計   3,549 27.5 

Ⅱ 固定資産     

有形固定資産     

建物及び構築物 ※２ 1,097   

機械装置及び運搬具 ※２ 251   

土地 ※２ 4,301   

その他   16   

有形固定資産合計 ※１ 5,667   

無形固定資産   0   

投資その他の資産     

投資有価証券   3,621   

その他 ※２ 54   

貸倒引当金   △0   

投資その他の資産合計   3,675   

固定資産合計   9,343 72.5 

資産合計   12,893 100.0 

      



  

    
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

支払手形及び工事未払金 ※３ 957   

短期借入金 ※２ 500   

未成工事受入金   516   

賞与引当金   53   

工事損失引当金   450   

訴訟等損失引当金   681   

その他   148   

流動負債合計   3,307 25.7 

Ⅱ 固定負債     

長期借入金 ※２ 3,259   

退職給付引当金   790   

その他   27   

固定負債合計   4,077 31.6 

負債合計   7,384 57.3 

      

(純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

資本金   3,483   

資本剰余金   2,552   

利益剰余金   △516   

自己株式   △11   

株主資本合計   5,508 42.7 

純資産合計   5,508 42.7 

負債純資産合計   12,893 100.0 

      



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 完成工事高   2,332 100.0 

Ⅱ 完成工事原価   2,365 101.4 

完成工事総損失   32 △1.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   258 11.1 

営業損失   291 △12.5 

Ⅳ 営業外収益   6 0.3 

Ⅴ 営業外費用     

支払利息   32   

投資損失   112   

株式交付費   58   

その他   16   

営業外費用計   220 9.5 

経常損失   505 △21.7 

Ⅵ 特別利益   1 0.1 

Ⅶ 特別損失     

固定資産除却損 ※１ 5   

ゴルフ会員権評価損   1   

特別損失計   7 0.3 

税金等調整前 
中間純損失 

  510 △21.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

  5 0.2 

中間純損失   516 △22.1 

      



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

※ 中間連結財務諸表作成初年度であるため、平成18年３月31日残高については、期首の内容を記載しておりま

す。 

  

  

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,631 1,960 △1,260 △11 2,319 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 1,842 1,852     3,695 

 欠損てん補   △1,260 1,260   ― 

 連結範囲の変動 10   △0   9 

 中間純損失     △516   △516 

 自己株式の取得       △0 △0 

 新株予約権の行使         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

1,852 592 744 △0 3,189 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,483 2,552 △516 △11 5,508 

項目 新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 11 2,330 

中間連結会計期間中の変動額     

 新株の発行   3,695 

 欠損てん補   ― 

 連結範囲の変動   9 

 中間純損失   △516 

 自己株式の取得   △0 

 新株予約権の行使 △11 △11 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△11 3,178 

平成18年９月30日残高(百万円) ― 5,508 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失 △510 

減価償却費 38 

損失引当金の減少額 △371 

退職給付引当金の減少額 △35 

賞与引当金の減少額 △2 

支払利息 32 

固定資産売除却損 5 

投資損失 112 

売上債権等の減少額 1,512 

未成工事支出金等の増加額 △91 

仕入債務の減少額 △832 

未払消費税等の増加額 24 

その他 12 

小計 △103 

利息の支払額 △32 

法人税等の支払額 △17 

その他 0 

営業活動によるキャッシュ・フロー △153 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △27 

固定資産の除却による支出 △1 

投資有価証券の取得による支出 △3,584 

投資有価証券の売却による収入 3 

その他 7 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,601 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金純減少額 △1,000 

長期借入金の返済による支出 △10 

株式発行による収入 3,694 

その他 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,683 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △1,071 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,376 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 10 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 1,314 
    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数  １社 ㈱エスビーオー 

(2) 非連結子会社名 ㈱サクラダライフ 

  連結の範囲から除いた理由 …… 非連結子会社１社は、小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益、売上高、中間純損

益及び利益剰余金等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用しない非連結子会社名 ㈱サクラダライフ 

(2) 持分法を適用しない関連会社名 ㈱トーヨーテクニカ 

  持分法を適用しない理由 …… 持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    ａ その他有価証券 

  ② たな卸資産 

時価のないもの …… 移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する

組合への出資(証券取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの)については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

ａ 未成工事支出金 …… 個別法による原価法によっております。 

ｂ 材料貯蔵品 …… 移動平均法による原価法によっております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 …… 定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額

減価償却資産については、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 



  

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 …… 売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 賞与引当金 …… 従業員の賞与金の支払に備えるため、当中間連

結会計期間の負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

③ 工事損失引当金 …… 受注工事の将来の損失に備えるため、当中間連

結会計期間末の手持工事のうち損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失見込額を計上し

ております。 

④ 訴訟等損失引当金 …… 係争中の訴訟等に係る損失に備えるため、その

経過等の状況に基づき合理的に見積もった損失

負担見込額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における自己都合要支給見込額(簡便法)に

基づき、当中間連結会計期間に見合う分を計上

しております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (5) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 完成工事高の計上基準 …… 完成工事高の計上基準は、原則として完成基準

を採用しておりますが、工期が１年を超え、か

つ、請負金額が１億円以上の工事については、

工事進行基準を採用しております。 

② 消費税等の会計処理 …… 消費税及び地方消費税は、税抜方式により処理

しております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー 

  計算書における資金の範囲 

…… 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 5,769百万円

※２ 担保に供している資産 

  (1) 担保提供資産 

有形固定資産 

建物 631百万円

構築物 440 〃

機械及び装置 180 〃

土地 4,269 〃

出資金 8 〃

合計 5,529 〃
 上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供している資産

  

建物 631百万円

構築物 440 〃

機械及び装置 180 〃

土地 268 〃

合計 1,520 〃

  (2) 担保資産に対応する債務 

短期借入金 500百万円

長期借入金 3,259 〃

合計 3,759 〃
 上記のうち工場財団抵当に対応する債務

    なお、＊の債務には、共同担保が設定してある債務も含んでおります。 

  

短期借入金＊ 500百万円

長期借入金＊ 3,259 〃

合計 3,759 〃

※３ 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理 

   中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の中間連

結会計期間末日満期手形が中間連結会計期間末残高に含まれております。 

受取手形 1百万円

支払手形 130 〃

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 固定資産除却損の主な内訳 

機械及び装置 5百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

※ 中間連結財務諸表作成初年度であるため、前連結会計年度末については、期首の内容を記載しております。 

１ 発行済株式に関する事項 

(注) 普通株式の増加は新株予約権の行使によるものであり、Ｂ種優先株式の増加は新株の発行によるものであります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

(注) 自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  ・第２回新株予約権の増加は、行使時の払込金額が行使価額の調整により１株当たり139円から96円に修正され、割当株

式数が本予約権１個につき100,000株から144,791株に変更されたことに伴い、目的となる株式の数が5,000,000株から

7,239,550株となったことによるものであります。 

  ・第１回及び第２回新株予約権の減少は、行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 53,522,335 57,239,550 ― 110,761,885

Ａ種優先株式(株) 40,000,000 ― ― 40,000,000

Ｂ種優先株式(株) ― 50,000 ― 50,000

合計 93,522,335 57,289,550 ― 150,811,885

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 94,522 5,523 ― 100,045

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(百万円) 

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
第１回新株予約権 普通株式 50,000,000 ― 50,000,000 ― ―

第２回新株予約権 普通株式 5,000,000 2,239,550 7,239,550 ― ―

合計 55,000,000 2,239,550 57,239,550 ― ―



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金預金 1,314百万円

現金及び現金同等物 1,314百万円



(リース取引関係) 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  
取得価額相当額 
(百万円) 

減価償却累計額
相当額(百万円)

減損損失累計額
相当額(百万円)

中間期末残高 
相当額(百万円) 

工具器具 
及び備品 

59 35 13 10 

その他 69 41 14 12 

合計 128 77 28 22 

   (注) 取得価額相当額は、有形固定資産の中間期末残高等に占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  ② 未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産減損勘定中間期末残高 

     未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 24百万円

１年超 26 〃 

合計 51 〃 

     (注) 未経過リース料中間期末残高相当額は、有形固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

リース資産減損勘定中間期末残高 18百万円

  ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース 13百万円

リース資産減損勘定の取崩額 4 〃 

減価償却費相当額 13 〃 

減損損失 ― 〃 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 該当事項はありません 

  

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 その他有価証券 

① 非上場株式 149

② 投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資 

3,471

計 3,621



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

当社グループは、橋梁およびその他の鉄構物の設計、製作、組立、据付、販売ならびに投資事業を主な事業とし

ておりますが、全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める鋼構造物のセグメントの割合が、いずれ

も90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

海外売上高はないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 該当事項はありません 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり純資産額 49円78銭

１株当たり中間純損失 5円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であるた

め記載しておりません。 

  

(１株当たり純資産額の算定上の基礎)  

  中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額 5,508百万円

  普通株式に係る純資産額 5,508百万円

  普通株式の発行済株式数 110,761,885株

  普通株式の自己株式数 100,045株

  １株当たり純資産の算定に用いられた普通株式数 110,661,840株

   

  

(１株当たり中間純損失の算定上の基礎)  

  中間連結損益計算書上の中間純損失 516百万円

  普通株式に係る中間純損失 516百万円

  普通株主に帰属しない金額 ―百万円

  普通株式の期中平均株式数 98,791,873株

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間純損失の算定に含まれなかっ

た潜在株式数の概要 

(優先株式) 

  Ａ種優先株式(40,000,000株 発行総額 2,000百万円)

  Ｂ種優先株式(50,000株 発行総額 500百万円)



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

    現金預金 373 1,268 2,376   

    受取手形 ※４ 23 143 101   

    完成工事未収入金 2,929 1,109 2,520   

    未成工事支出金 944 838 747   

    その他 
※2・
3 

397 143 81   

    貸倒引当金 △2 △0 △1   

    流動資産合計   4,667 40.3 3,503 26.9   5,825 49.3

Ⅱ 固定資産       

   有形固定資産       

    建物 ※２ 813 636 644   

    構築物 ※２ 483 461 469   

    機械及び装置 ※２ 261 251 256   

    土地 ※２ 4,824 4,301 4,301   

    その他 12 17 10   

    有形固定資産合計 ※１ 6,394 (55.3) 5,667 (43.5) 5,683   (48.1)

   無形固定資産 0 (0.0) 0 (0.0) 0   (0.0)

   投資その他の資産       

    投資有価証券 ※２ 233 115 118   

    関係会社株式 34 3,680 44   

    その他 ※２ 246 54 137   

    貸倒引当金 △0 △0 △0   

    投資その他の資産合計 513 (4.4) 3,850 (29.6) 299   (2.5)

    固定資産合計   6,908 59.7 9,518 73.1   5,983 50.7

    資産合計   11,576 100.0 13,022 100.0   11,808 100.0



  

  
  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

   支払手形 ※４ 1,326 612 587   

   工事未払金 642 345 461   

   短期借入金 ※２ 9,495 500 1,500   

   未成工事受入金 657 516 372   

   賞与引当金   99   53   55   

   工事損失引当金   245   450   500   

   訴訟等損失引当金   1,003   681   1,003   

   その他 ※３ 468 143 868   

   流動負債合計   13,938 (120.4) 3,302 (25.4)   5,346 (45.3)

Ⅱ 固定負債       

   長期借入金 ※２ 4,634 3,259 3,270   

   退職給付引当金 338 790 825   

   リース資産減損勘定 42 27 34   

   その他 13 ― 11   

   固定負債合計   5,029 (43.4) 4,077 (31.3)   4,141 (35.1)

   負債合計   18,967 163.8 7,379 56.7   9,488 80.4

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   3,801 (32.9) ― ―   1,631 (13.8)

Ⅱ 資本剰余金       

   資本準備金 709 ― 1,960   

   資本剰余金合計   709 (6.1) ― ―   1,960 (16.6)

Ⅲ 利益剰余金       

   中間(当期)未処理損失 11,962 ― 1,260   

   利益剰余金合計   △11,962 (△103.3) ― ―   △1,260 (△10.7)

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  68 (0.6) ― ―   ― (―)

Ⅴ 自己株式   △8 (△0.1) ― ―   △11 (△0.1)

   資本合計   △7,391 △63.8 ― ―   2,319 19.6

   負債・資本合計   11,576 100.0 ― ―   11,808 100.0



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)       

Ⅰ 株主資本       

   資本金   3,483 (26.8)     

   資本剰余金       

    資本準備金   2,552     

    資本剰余金合計   2,552 (19.6)     

   利益剰余金       

    その他利益剰余金       

    繰越利益剰余金   △382     

    利益剰余金合計   △382 (△2.9)     

   自己株式   △11 (△0.1)     

   株主資本合計   5,642 （43.3)     

   純資産合計   5,642 43.3     

   負債純資産合計   13,022 100.0     

        



② 【中間損益計算書】 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高   3,448 100.0 2,332 100.0   7,120 100.0

Ⅱ 完成工事原価   3,276 95.0 2,365 101.4   6,847 96.2

  完成工事総利益又は完成工
事総損失(△) 

  172 5.0 △32 △1.4   273 3.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費   481 14.0 254 10.9   880 12.4

   営業損失   309 △9.0 286 △12.3   606 △8.6

Ⅳ 営業外収益       

   受取利息及び配当金 6 0 7   

   その他 30 6 162   

   営業外収益計   37 1.1 6 0.3   169 2.4

Ⅴ 営業外費用       

   支払利息 205 32 387   

   株式交付費 ― 42 ―   

   その他 25 16 70   

   営業外費用計   230 6.7 91 3.9   458 6.4

   経常損失   502 △14.6 372 △15.9   895 △12.6

Ⅵ 特別利益       

   固定資産売却益 ※１ ― ― 28   

   投資有価証券売却益 ― ― 98   

   債務免除益 ― ― 8,727   

   その他 7 1 8   

   特別利益計   7 0.2 1 0.1   8,863 124.5

Ⅶ 特別損失       

   固定資産除却損 ※２ 8 5 8   

   金利スワップ時価評価損 82 ― ―   

   ゴルフ会員権評価損 32 1 32   

   減損損失 ※３ 9,661 ― 9,661   

   匿名組合等投資損失 559 ― 554   

   訴訟等損失 1,257 ― 1,253   

   役員退職慰労金 14 ― 14   

   特別退職金 3 ― 571   

   八千代工場整理損 6 ― ―   

   退職給付債務算定方法 
   変更による償却 

  376   

   事業再構築費用   212   

   金利スワップ時価解約損   92   

   その他 ― ― 18   

   特別損失計   11,623 337.0 7 0.3   12,794 179.7

   税引前中間(当期) 
   純損失 

  12,119 △351.4 377 △16.1   4,826 △67.8

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  7 0.2 5 0.2   19 0.3

   中間(当期)純損失   12,126 △351.6 382 △16.3   4,846 △68.1

   前期繰越利益   164   164 

   資本金減少による 
   欠損填補額 

  ―   3,421 

   中間(当期)未処理損失   11,962   1,260 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,631 1,960 △1,260 △11 2,319 

中間会計期間中の変動額           

 新株の発行 1,852 1,852     3,705 

 欠損てん補   △1,260 1,260   ― 

 中間純損失     △382   △382 

 自己株式の取得       △0 △0 

 新株予約権の行使         ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

1,852 592 877 △0 3,322 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,483 2,552 △382 △11 5,642 

項目 新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 11 2,330 

中間会計期間中の変動額     

 新株の発行   3,705 

 欠損てん補   ― 

 中間純損失   △382 

 自己株式の取得   △0 

 新株予約権の行使 △11 △11 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△11 3,311 

平成18年９月30日残高(百万円) ― 5,642 



  
④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

※ 当中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間連結会計期間については中間連結財務諸表に記載

しております。 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

   税引前中間(当期)純損失  △12,119 △4,826

   減価償却費  39 76

   減損損失  9,661 9,661

   債務免除益  ― △8,727

   退職給付引当金の増加額 
   又は減少額(△) 

 14 △440

   賞与引当金の減少額  △1 △45

   工事損失引当金の増加額  245 500

   受取利息及び配当金  △6 △7

   支払利息  205 387

   固定資産売除却損益  8 △20

   投資有価証券売却損益  ― △98

   金利スワップ時価評価損  82 ―

   匿名組合等投資損失  559 559

   ゴルフ会員権評価損  32 32

   訴訟等損失  1,257 1,253

   金利スワップ解約損  ― 92

   事業再構築費用  ― 212

   退職給付債務算定方法変更 
   による償却 

 ― 376

   特別退職金  3 571

   売上債権等の減少額  1,187 1,235

   未成工事支出金等の増加額  △456 △256

   仕入債務の減少額  △643 △1,068

   未払消費税等の減少額  ― △1

   その他  120 140

   小計  187 △394

   利息及び配当金の受取額  6 7

   利息の支払額  △142 △359

   特別退職金の支払額  △3 △6

   法人税等の支払額  △37 △44

  営業活動によるキャッシュ・フロー  10 △798

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

   固定資産の取得による支出  △26 △29

   固定資産の売却による収入  △2 746

   投資有価証券の売却による収入  ― 138

   投資有価証券の取得による支出  ― △10

   その他  15 178

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △12 1,023



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

   短期借入金純増加額  2,328 2,914

   長期借入金の返済による支出  △2,642 △3,952

   株式発行による収入  ― 2,502

   その他  △1 △4

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △315 1,459

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)  △317 1,684

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  691 691

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 373 2,376

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、平成17年６月における東京高等検察庁の当社に対する独占禁止法違反容疑（不当な取引制限）による

起訴を契機として、公正取引委員会からの排除勧告を応諾した10月以降、経営環境の著しい悪化等により、当社

の製作拠点である市川事業所及び八街製品ヤードについても減損損失を認識するに至り、9,661百万円の減損損失

を計上したこと等により、12,126百万円の中間純損失を計上いたしました。その結果、当中間会計期間末におい

て7,391百万円の債務超過になりました。 

当該状況により、当社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、厳しい経営環境において、企業としての運営を継続していくための強固な収益基盤の確立と財務体質

の抜本的な改善を図るため、平成17年11月16日に「私的整理に関するガイドライン」に基づく「事業再生計画」

を策定いたしました。 

  

「事業再生計画」の骨子は下記の通りであります。 

  

(1) 基本方針 

① 利益計画達成の実現性を高めるべく、営業戦略の方向転換により総コストを大幅に圧縮し、損益分岐点の

引き下げを図ります。 

② 必要受注量のハードルを引き下げるとともに、コスト競争力において競合他社との差別化を実現し、必要

受注量の確保を目指します。 

(2) 経営組織の再編とコスト削減 

① 本社を市川事業所に移転するとともに、現在の営業拠点を集約することにより、営業部門、本社管理部門

の大幅な人員削減を行い、人件費や賃借料等の一般管理販売費の大幅な圧縮を実現します。 

② 受注工事の施工地域を限定することにより、輸送費、現場経費の削減を実現します。 

③ 受注工事規模を大型化し、工事件数の減少を図ることにより、設計、製造、工事担当者数の削減を行い、

人件費等の経費削減を実現します。 

(3) 財務体質の健全化及び債権放棄等の要請 

① 事業再生計画を着実に実行し、借入金の削減を進めていくとともに、本社、社員寮・社宅の全て、その他

の不要資産を売却、資金化して、借入金を圧縮します。 

② 取引金融機関に対して総額 89億円の債権放棄を要請します。この要請に応諾いただければ、今期末に見

込まれております約88億円の債務超過が解消されることになります。 

③ 第三者割当増資を実施することにより、資本の増強を図ります。 

  

なお、平成17年11月29日に開催されました第１回債権者会議において、全対象債権者ご出席のもと、専門家ア

ドバイザーの選任をはじめとする議案が承認されました。また、平成17年12月27日に開催されました専門家アド

バイザーによる説明会も無事終了いたしました。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反

映しておりません。 

  



当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、当中間期において経営環境の著しい悪化等により、当社の製作拠点である市川事業所及び八街製品ヤ

ードについても減損損失を認識するに至り、9,661百万円の減損損失を計上したこと等により7,391百万円の債務

超過となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりました。当社は当該状況を解消すべく、厳しい

経営環境において、企業としての運営を継続していくための強固な収益基盤の確立と財務体質の抜本的な改善を

図るため、平成17年11月16日に策定した「事業再生計画」に基づき、取引金融機関による総額8,727百万円の債権

放棄の応諾、平成18年２月24日に開催された臨時株主総会において承認決議された資本減少による欠損填補、第

三者割当によるＡ種優先株式20億円の発行等により、当中間期の債務超過は解消することができました。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

   移動平均法による原価法によ

っております。 

  ② その他有価証券 

   ａ 時価のあるもの 

     中間会計期間末前１ヵ月

の市場価格等の平均に基

づく時価法によっており

ます。 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

  

  ② その他有価証券 

   ａ 時価のあるもの 
――――― 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

  

  ② その他有価証券 

   ａ 時価のあるもの 

     期末前１ヵ月の市場価格

等の平均に基づく時価法

によっております。 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。) 

   ｂ 時価のないもの 

     移動平均法による原価法

によっております。 

     なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

   ｂ 時価のないもの 

     移動平均法による原価法

によっております。 

   ｂ 時価のないもの 

     移動平均法による原価法

によっております。 

     なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資(証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの)

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む

方法によっておりました

が、当期末までに全て清

算しております。 

 (2) デリバティブ 

  金利スワップ契約については、

特例処理の要件を満たしてお

り、その金銭の受払の純額を金

利交換の対象となる負債に係る

利息に加減して処理しておりま

したが、９月末の返済日に元利

金を延滞したことにより、金利

スワップの特例処理及びヘッジ

会計要件が満たされないことが

判明したため、金利スワップの

時価評価損を計上しておりま

す。 

―――――  (2) デリバティブ 

  金利スワップ契約については、

特例処理の要件を満たしており

ますので、その金銭の受払の純

額を金利交換の対象となる負債

に係る利息に加減して処理して

おりましたが、当期末までに全

て清算しております。 

  

 (3) たな卸資産 

  ① 未成工事支出金 

  個別法による原価法によってお

ります。 

 (2) たな卸資産 

  ① 未成工事支出金 

    同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 未成工事支出金 

    同左 

  ② 材料貯蔵品 

  移動平均法による原価法によっ

ております。 

  

  ② 材料貯蔵品 

    同左 

  ② 材料貯蔵品 

    同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (3) 繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

 支払時に全額費用処理しておりま

す。 

(4) 繰延資産の処理方法 

 新株発行費等 

 支払時に全額費用処理しておりま

す。 

 (追加情報) 

 従来、新株発行費等については、

商法施行規則に規定する３年以内

で均等償却しておりましたが、当

期より支出時に全額費用処理する

方法に変更しております。 

 この変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっており

ます。 

  また、取得価額が10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

  

―――――  (2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

  売上債権及び貸付金等の貸倒損

失に備えるため、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

  

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

  

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 完成工事補償引当金 
――――― 

  （追加情報） 

  完成工事引渡後の瑕疵に対する

補償費用に備えるため、過年度

の実績を基礎に見込額を計上し

ておりましたが、過去に発生し

た補償費は僅少で重要性に乏し

く、今後も同様の傾向で推移す

るものと推測されるため、当中

間会計期間より引当金の計上を

廃止しております。 

  

―――――  (2) 完成工事補償引当金 
――――― 

  (追加情報) 

  完成工事引渡後の瑕疵に対する

補償費用に備えるため、過年度

の実績を基礎に見込額を計上し

ておりましたが、過去に発生し

た補償費は僅少で重要性に乏し

く、今後も同様の傾向で推移す

るものと推測されるため、当期

より引当金の計上を廃止してお

ります。 

 (3) 賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備える

ため、当中間期の負担すべき支

給見込額を計上しております。 

  

 (2) 賞与引当金 

   同左 

 (3) 賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備える

ため、当期の負担すべき支給見

込額を計上しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 工事損失引当金 

  受注工事の将来の損失に備える

ため、当中間会計期間末の手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に

見積もることができる工事につ

いて、損失見込額を計上してお

ります。 

  

 (3) 工事損失引当金 

   同左 

 (4) 工事損失引当金 

  受注工事の将来の損失に備える

ため、当期末の手持工事のうち

損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失

見込額を計上しております。 

  

 (5) 訴訟等損失引当金 

  係争中の訴訟等に係る損失に備

えるため、その経過等の状況に

基づき合理的に見積もった損失

負担見込額を計上しておりま

す。 

  

 (4) 訴訟等損失引当金 

   同左 

  

 (5) 訴訟等損失引当金 

   同左 

 (6) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理しております。 

  また、数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による按分額

を、それぞれ発生の翌期より費

用処理することとしておりま

す。 

  

 (5) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における自己都合要

支給見込額(簡便法)に基づき、

当中間会計期間に見合う分を計

上しております。 

 (6) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における自己都合要

支給額(簡便法)に基づき計上し

ております。 

  (追加情報) 

  平成17年12月の希望退職者の募

集に伴い大量退職者が生じたた

め、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」(企業会計

基準適用指針第１号)を適用し

ております。 

  なお、大量退職により減少した

会計基準変更時差異等(571百万

円)については、特別損失の

「特別退職金」として表示して

おります。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５     ――――― 

  

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 



  

  

次へ 

中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

  原則として完成基準を採用して

おりますが、工期が１年を超

え、かつ、請負金額が１億円以

上の工事については、工事進行

基準を採用しております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

   同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

   同左 

   進行基準による完成工事高 

2,295百万円 

   進行基準による完成工事原価 

2,139百万円 

  

   進行基準による完成工事高 

1,675百万円 

   進行基準による完成工事原価 

1,600百万円 

  

   進行基準による完成工事高 

4,411百万円 

   進行基準による完成工事原価 

4,101百万円 

  

 (2) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税は、税抜

方式により処理しております。 

  

 (2) 消費税等の会計処理 

   同左 

 (2) 消費税等の会計処理 

   同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が

9,661百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期から「固定資産の減損に係る

会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用して

おります。 

 これにより税引前当期純損失が

9,661百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、当該各資産の金額から直接控除

しております。 

  

  ――――― (退職給付引当金の計上基準) 

 退職給付引当金の計上基準は、従

来原則法を採用しておりましたが、

当期に実施した希望退職者募集に伴

い、大量退職者が生じ従業員数が著

しく減少したことにより、退職給付

債務について合理的に数理計算上の

見積りを行うことが困難になってき

たため、当期末より簡便法(自己都

合要支給額)に変更しております。 

 これにより、従来の方法(「退職

給付制度間の移行等に関する会計処

理」(企業会計基準適用指針第１号)

の適用)によった場合に比較して、

税引前当期純損失が376百万円増加

しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、5,642百万円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

  

  (繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い) 

 当中間会計期間から「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号)を適

用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

 前事業年度において営業外費用の

その他に含めて表示していた「新株

発行費」は、当中間会計期間より

「株式交付費」として表示する方法

に変更しております。 

  



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間まで、流動負債の「引当金」に含めて

表示しておりました「賞与引当金」(前中間会計期間107

百万円)は、当中間会計期間より区分掲記することとし

ました。 

―――――
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(表示区分の変更) 

 「証券取引法等の一部を改正する

法律」（平成16年法律第97号）が平

成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び

「金融商品会計に関する実務指針」

（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたこと

に伴い、当中間会計期間から投資事

業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるも

の）を投資有価証券として表示する

方法に変更しております。 

 なお、当中間会計期間の投資有価

証券に含まれる当該出資の額は、６

百万円であります。 

――――― ――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

7,195百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,769百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,818百万円 

  

※２ 担保に供している資産 

 (1) 担保提供資産 

  有形固定資産 

未収入金 344百万円

 建物 809百万円

 構築物 459 〃 

 機械及び装置 192 〃 

 土地 4,790 〃 

投資有価証券 109 〃 

出資金 8 〃 
役員退職 
積立保険料 

146 〃 

合計 6,860 〃 

※２ 担保に供している資産 

 (1) 担保提供資産 

  有形固定資産 

  

  

 建物 631百万円

 構築物 440 〃 

 機械及び装置 180 〃 

 土地 4,269 〃 

出資金 8 〃 

合計 5,529 〃 

※２ 担保に供している資産 

 (1) 担保提供資産 

  有形固定資産 

  

  

 建物 640百万円

 構築物 447 〃 

 機械及び装置 186 〃 

 土地 4,269 〃 

出資金 8 〃 

合計 5,551 〃 

   上記有形固定資産のうち工場

財団抵当に供している資産 

  

建物 658百万円

構築物 459 〃 

機械及び装置 192 〃 

土地 268 〃 

合計 1,578 〃 

   上記有形固定資産のうち工場

財団抵当に供している資産 

建物 631百万円

構築物 440 〃 

機械及び装置 180 〃 

土地 268 〃 

合計 1,520 〃 

   上記有形固定資産のうち工場

財団抵当に供している資産 

建物 640百万円

構築物 447 〃 

機械及び装置 186 〃 

土地 268 〃 

合計 1,542 〃 

 (2) 担保資産に対応する債務 

  

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務 

  

   なお、＊の債務には、共同担

保が設定してある債務も含んで

おります。 

  

短期借入金 9,495百万円

長期借入金 4,634 〃 

合計 14,129 〃 

短期借入金 ＊ 4,933百万円

長期借入金 ＊ 4,439 〃 

合計 9,372 〃 

 (2) 担保資産に対応する債務 

  

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務 

  

   なお、＊の債務には、共同担

保が設定してある債務も含んで

おります。 

  

短期借入金 500百万円

長期借入金 3,259 〃 

合計 3,759 〃 

短期借入金 ＊ 500百万円

長期借入金 ＊ 3,259 〃 

合計 3,759 〃 

 (2) 担保資産に対応する債務 

  

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務 

  

   なお、＊の債務には、共同担

保が設定してある債務も含んで

おります。 

  

短期借入金 1,500百万円

長期借入金 3,270 〃 

合計 4,770 〃 

短期借入金 ＊ 1,500百万円

長期借入金 ＊ 3,270 〃 

合計 4,770 〃 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３    ――――― 



  

  

次へ 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※４    ――――― ※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理 

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。 

   なお、当中間会計期間末日は

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が中間会計期間末残高に含まれ

ております。 

受取手形 1百万円

支払手形 130 〃 

※４    ――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１    ――――― ※１    ――――― ※１ 固定資産売却益の主な内訳 

    事業再生計画に基づき、本

社・寮社宅等の７物件を売却

したものであり、各資産種類

毎の損益を合算して表示して

おります。 

      

※２ 固定資産除却損の主な内訳 

 建物 2百万円

 工具器具及び備品 5 〃 

※２ 固定資産除却損の主な内訳 

 工具器具及び備品 5百万円

※２ 固定資産除却損の主な内訳 

 建物 2百万円

 工具器具及び備品 5 〃 

      

※３ 減損損失 

当社は当中間会計期間に以下の資産
グループについて減損損失を計上い
たしました。 

  

分類 現状 
用途 種類 場所 

金額 
（百万
円） 

事
業
用
資
産 

橋梁
生産
設備 

土地、
建物、
機械及
び装置
等 

市川事業

所（千葉

県市川

市） 

4,862

八街製品

ヤード

（千葉県

八街市

他） 

2,113

計 6,975

売
却
用
資
産 
 

本社 土地及び
建物等 

千葉市 

美浜区 1,105

社宅・

寮他 
土地及び

建物等 
千葉県八

千代市他 669

賃貸 

資産 
土地及び

建物等 
千葉県 

佐倉市他 140

遊休 

資産 
土地及び

建物等 
千葉県八

千代市他 771

合計 9,661

※３    ――――― ※３ 減損損失

当社は以下の資産グループについて
減損損失を計上いたしました。 

分類
現状
用途 種類 場所 減損損失

(百万円)

事
業
用
資
産 

橋梁
生産
設備

土地、
建物、
機械及
び装置
等 

市川事業

所（千葉

県市川

市） 

4,862 

八街製品

ヤード

（千葉県

八街市

他） 

2,113 

計 6,975 

売
却
予
定
資
産 
 

本社
土地及び

建物等 

千葉県 
千葉市 
美浜区 

1,105 

社宅・

寮他 
土地及び

建物等 
千葉県八

千代市他 669 

賃貸 

資産 
土地及び

建物等 
千葉県 

佐倉市他 140 

遊休 

資産 
土地及び

建物等 
千葉県八

千代市他 771 

合計 9,661 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    (経緯) 

当社の主力事業である橋梁業界は、

公共事業費の縮減による需給ギャッ

プが拡大している中で、今般橋梁談

合問題が発生し、当業界は過去最大

といっても過言ではない大きな転換

期を迎えており、加えて、平成17年

６月における東京高等検察庁の当社

に対する独占禁止法違反容疑(不当

な取引制限)による起訴を契機とし

て、公正取引委員会からの排除勧告

を応諾した10月以降、経営環境の著

しい悪化等により、当社の製作拠点

である市川事業所及び八街製品ヤー

ドについても減損損失を認識するに

至りました。 

  

    (グルーピングの方法及び減損損失

の内訳) 

資産グループについては、事業用資

産グループとして市川事業所及び八

街製品ヤードの橋梁生産設備、残り

の売却予定資産については個別物件

毎にグルーピングを行っており、売

却予定資産についても市場価格の著

しい下落が認められることから帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失に計上しており

ます。 

減損損失9,661百万円の内訳は、土

地7,214百万円、建物1,761百万円、

構築物331百万円、機械及び装置275

百万円、その他有形固定資産28百万

円、無形固定資産６百万円、リース

資産42百万円であります。 

  

    (回収可能価額の算定方法) 

橋梁生産設備グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、

将来キャッシュフローを3.5％で割

り引いて算定しております。また、

売却予定資産の回収可能価額は正味

売却価額によって測定しており、不

動産鑑定評価に基づいて評価してお

ります。 

なお、売却予定資産につきまして

は、平成18年３月に全て売却が完了

しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社の主力事業である橋梁業界は、
公共事業費の縮減による需給ギャッ
プが拡大している中で、今般橋梁談
合問題が発生し、当業界は過去最大
といっても過言ではない大きな転換
期を迎えており、加えて、平成17年
６月における東京高等検察庁の当社
に対する独占禁止法違反容疑（不当
な取引制限）による起訴を契機とし
て、公正取引委員会からの排除勧告
を応諾した10月以降、経営環境の著
しい悪化等により、当社の製作拠点
である市川事業所及び八街製品ヤー
ドについても減損損失を認識するに
至り、6,975百万円の減損損失を計
上し、財務基盤が一段と毀損される
ことになりました。こうした厳しい
経営環境において、企業としての運
営を継続していくための強固な収益
基盤の確立と財務体質の抜本的な改
善を図るため、平成17年11月16日に
「私的整理に関するガイドライン」
に基づく「事業再生計画」を策定い
たしました。 
この「事業再生計画」の中で、市川
事業所及び八街製品ヤードを除く本
社、社員寮、社宅の全て、その他の
不要資産を売却、資金化して、借入
金を圧縮することを骨子の一つとし
て掲げております。 
以上から、減損損失を把握するため
の資産グループについては、事業用
資産グループとして市川事業所及び
八街製品ヤードの橋梁生産設備、残
りの売却予定資産については個別物
件毎にグルーピングを行っており、
売却予定資産についても市場価格の
著しい下落が認められることから帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失に計上してお
ります。 
減損損失9,661百万円の内訳は、土
地7,214百万円、建物1,761百万円、
構築物331百万円、機械及び装置275
百万円、その他有形固定資産28百万
円、無形固定資産6百万円、リース
資産42百万円であります。 
なお、橋梁生産設備グループの回収
可能価額は使用価値により測定して
おり、将来キャッシュフローを
3.5％で割り引いて算定しておりま
す。また、売却予定資産の回収可能
価額は正味売却価額によって測定し
ており、不動産鑑定評価に基づいて
評価しております。 

  

    

 ４ 減価償却実施額 

 有形固定資産 39百万円

 無形固定資産 0 〃 

 ４ 減価償却実施額 

 有形固定資産 38百万円

 ４ 減価償却実施額 

 有形固定資産 76百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

(注) 自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであります。 

  

株式の種類 前会計年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 94,522 5,523 ― 100,045



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 当中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間連結会計期間については中間連結財務諸表におけ

る注記事項に記載しております。 

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金預金 373百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 ― 〃

現金及び現金同等物 373 〃

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金預金 2,376百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 ― 〃 

現金及び現金同等物 2,376 〃 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 
  
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 
  
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 
  
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価額
相当額 
 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

工具
器具 
及び
備品 

67 30 13 23

その
他 70 29 14 26

合計 137 60 28 49

  

取得価額
相当額 
 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

工具
器具 
及び
備品 

59 35 13 10

その
他 69 41 14 12

合計 128 77 28 22

取得価額
相当額 
 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
 

(百万円)

工具
器具
及び
備品

65 35 13 16 

その
他 69 34 14 19 

合計 134 70 28 36 

(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 
  

  同左 (注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経

過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中間

期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中間

期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残高 

  

  未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 26百万円

１年超 51 〃 

合計 77 〃 

リース資産減損 
勘定中間期末残高 

28百万円

   

  

１年内 24百万円

１年超 26 〃 

合計 51 〃 

リース資産減損
勘定中間期末残高 

18百万円

   

  

１年内 25百万円

１年超 38 〃 

合計 64 〃 

リース資産減損 
勘定期末残高 

23百万円

 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中間

期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 
  

  同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

支払リース料 13百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

― 〃 

減価償却費相当額 13 〃 

減損損失 28 〃 

  

支払リース料 13百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

4 〃 

減価償却費相当額 13 〃 

減損損失 ― 〃 

  

支払リース料 26百万円

リース資産減損 

勘定の取崩額 
4 〃 

減価償却費相当額 26 〃 

減損損失 28 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

※ 当中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間連結会計期間(子会社及び関連会社株式で時価のあ

るもの除く。)については中間連結財務諸表における注記事項に記載しております。 

  

前中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

  

  

 (2) その他有価証券 

  

  

  

当中間会計期末(平成18年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

区分 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 40 109 68 ― ― ―

区分 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

 ①子会社株式 10 20

 ②関連会社株式 24 24

計 34 44

区分 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

 ①非上場株式 118 118

 ②投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資 

6 ―

計 124 118



(デリバティブ取引関係) 

※ 当中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間連結会計期間については中間連結財務諸表におけ

る注記事項に記載しております。 

  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 金利関連 

(注) １ 前事業年度末においては、金利スワップ取引の残高はありません。 

２ 時価の算定方法 

  取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

前へ   次へ 

種類 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

金利スワップ取引     

 受取変動・支払固定 3,877 3,384 △82 △82 ― ― ― ―

合計 3,877 3,384 △82 △82 ― ― ― ―



(持分法損益等) 

※ 当中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間については記載しておりません。 

  

  

(１株当たり情報) 

※ 当中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間については記載を省略しております。 

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい

関連会社であるため、記載を省略しております。 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい

関連会社であるため、記載を省略しております。 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 △170円11銭 １株当たり純資産額 43円41銭

１株当たり中間純損失 279円08銭 １株当たり当期純損失 109円45銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。 

(注)１株当たり中間純損失の算定上の基礎 

 普通株式の期中平均株式数 

43,452,418株 

中間損益計算書上の中間純損失 12,126百万円

普通株式に係る中間純損失 12,126百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

  

(注)１株当たり当期純損失の算定上の基礎 

普通株式の期中平均株式数 

44,278,333株 

損益計算書上の当期純損失 4,846百万円

普通株式に係る当期純損失 4,846百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

 

   希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式数の

概要 

(優先株式) 

 Ａ種優先株式 

 (40,000,000株 発行総額 2,000百万円) 

(新株予約権) 

 第１回新株予約権 

  (250個 行使による払込総額 2,500百万円) 

 第２回新株予約権 

  (50個 行使による払込総額 695百万円) 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１  当社は、平成17年９月29日付

で、国土交通省の関東地方整備

局、東北地方整備局、北陸地方

整備局および日本道路公団が発

注する鋼橋上部工事の入札にお

いて、独占禁止法第２条第６項

に規定する不当な取引制限に該

当し、同法第３条の規定に違反

する行為があったとして、公正

取引委員会から排除勧告を受

け、平成17年10月11日に同勧告

に応諾し、11月18日に同委員会

による審決を受けました。これ

により今後、課徴金等の発生が

見込まれますが、既に当中間期

に見込み額を引当計上しており

ます。しかしながら、課徴金等

の金額の確定に伴う差額の発生

により、業績および財政状態に

影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

該当事項はありません。  当期終了後、平成18年４月１日か

ら平成18年５月31日までに、第１回

及び第２回新株予約権の行使が行わ

れました。 

(注) １ 第２回新株予約権は全数

行使済みであります。ま

た、行使に際して払込を

すべき金額は、普通株式

１株あたり当初139円とな

っておりましたが、行使

価額の修正条項により96

円となり、発行株式数は

7,239千株となりました。 

２ 行使による払込金額につ

いては、当社100％子会社

である株式会社エスビー

オーの新株式の引受け及

び第１回新株予約権の行

使による払込金額に充当

しております。 

年月日

発行する

株式の種

類及び数

発行 
価額 

発行 
総額 

発行価

額のう

ち資本

へ組入

れる額 

資金

使途 

平成

18年

４月

第１回

普通株式

22,800

千株 
50円 

1,144 
百万円 

572 
百万円 

事業再生

投資資金

平成

18年

５月

第１回

普通株式

16,000

千株 
50円 

803 
百万円 

401 
百万円 

事業再生

投資資金

第２回

普通株式

7,239 
千株 

96円 
695 
百万円 

347 
百万円 

事業再生

投資資金

２  当社は上記１を契機とし、10月

以降、経営環境の著しい悪化等

により、当社の製作拠点である

市川事業所及び八街製品ヤード

についても減損損失を認識する

に至り、9,661百万円の減損損

失を計上したこと等により、

12,126百万円の中間純損失を計

上いたしました。その結果、当

中間会計期間末において7,391

百万円の債務超過になりまし

た。当社は、この厳しい経営環

境において、企業としての運営

を継続していくための強固な収

益基盤の確立と財務体質の抜本

的な改善を図るため、平成17年

11月16日に「私的整理に関する

ガイドライン」に基づく「事業

再生計画」を策定いたしまし

た。この事業再生計画の骨子

は、「第２［事業の状況］３

［対処すべき課題］」に記載し

ております。 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（1）スポンサー候補決定 
  

平成17年12月20日開催の取締役

会において、事業再生計画を円

滑に遂行し早期に事業再生計画

が完了することを企図し、森電

機株式会社（コード番号：6993

東証第２部、以下「森電機」と

いう）が単独で匿名組合出資す

る匿名組合及び森電機のマネー

ジメントを中心とした投資家を

匿名組合員として組成される匿

名組合（以下、森電機が単独で

匿名組合出資する匿名組合と併

せて「サクラダ支援ファンド」

という）をスポンサー候補とし

て選定し、森電機との間で当社

の事業再生支援に関する基本合

意書（以下、「本件基本合意

書」という）を締結致しました

ので、その主要な合意点につい

てご報告申し上げます。 

なお、詳細な支援内容及び条件

については、今後森電機との協

議を進め、来年１月下旬に予定

しております「私的整理に関す

るガイドライン」に基づく事業

再生計画の成立までに、正式契

約を締結することを予定してお

ります。また、本件は、１月下

旬に予定されております「私的

整理に関するガイドライン」の

成立及び２月下旬に予定されて

おります当社臨時株主総会にお

ける株主様のご承認が得られる

ことを前提に進められる予定で

あります。 
  
 ①森電機が単独で匿名組合出資す

る匿名組合に対する第三者割当

による総額25億円の下方修正条

項付転換予約権付優先株式の発

行 
  

当社は、「私的整理に関するガ

イドライン」に基づき策定した

事業再生計画を円滑かつ確実に

遂行することが株主の皆様及び

金融支援をお願い申し上げてお

りますお取引金融機関様各位へ

の最大の責務であると認識して

おります。 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

また、これまで当社は、日本の

橋梁業界の中で確固たる役割を

担ってまいりましたが、当社に

蓄積された技術・ノウハウを維

持・発展させ、今後も品質並び

に信頼性及び安全性の高い橋梁

を供給していくことが、当社に

とっての社会的使命と考えてお

ります。 

しかしながら一方で、一連の談

合問題を契機に橋梁業界は大き

な転換期を迎えており、今後

益々業界環境は厳しさを増すも

のと予想されます。かかる状況

下、当社におきましても今後の

受注環境は一層厳しさを増すと

予想される中、当社は、年商の

1.5倍を超える有利子負債を抱

え過剰債務状態にあり、また、

将来事業見通しの悪化に伴う多

額の減損損失の発生等により、

平成18年３月期末時点で約88億

円の債務超過となることが見込

まれることから、先般、「私的

整理に関するガイドライン」に

則り、お取引金融機関様各位に

対する総額89億円の債務免除を

お願い申し上げ、既に主力銀行

のみずほ銀行様からは大筋のご

了解を頂いております。 

また、上記お取引金融機関様各

位に対する金融支援要請と併

せ、当社は、事業再生計画に定

められた一連の諸施策を実施し

毀損した自己資本を回復させる

ためには、キャッシュを伴う増

資が必要不可欠と考え、総額25

億円以上を目処とした新規増資

引受先いわゆるスポンサー候補

に対する交渉を同時並行的に進

めて参りましたが、その結果、

今般、既述の通り森電機を中心

とするサクラダ支援ファンドが

当社事業再生のスポンサー候補

として決定したわけでございま

す。 

これにより、まず当社は、サク

ラダ支援ファンドの中心となる

森電機が単独で匿名組合出資す

る匿名組合に対し、下記概要の

有利発行による優先株式25億円 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（以下、「本優先株式」とい

う）を発行することにより、毀

損した自己資本の回復と事業再

生計画に定められた一連の諸施

策の実施に伴う資金の確保及び

信用の回復を予定しておりま

す。 

本優先株式の発行により、当社

財務基盤は強化され、「私的整

理に関するガイドライン」で求

められる事業再生計画３年以内

での実質債務超過の解消等、当

社事業再生計画達成に向けた大

きな一歩を踏み出すことができ

ると確信しております。今後、

全社一丸となって、当社事業再

生計画の達成に向けて邁進して

まいる所存でございますので、

株主の皆様並びに各お取引金融

機関様におかれましては、今後

とも引き続きのご理解とご支援

を賜りますよう、何卒よろしく

お願い申し上げます。 

なお、本優先株式及び下記②の

新株予約権の発行（以下、「本

件増資」という）については、

株主様以外の者に対して特に有

利な発行条件をもって新株を発

行することを予定しております

が、既述の通り当社を取り巻く

経営環境は極めて厳しい中、本

件増資及び一連の諸施策が当社

事業再生にとって必要不可欠の

ものであることを勘案し、ま

た、本件増資が中長期的な当社

大株主となるスポンサー候補に

対する第三者割当増資であるこ

とに鑑み、適切かつ妥当なもの

であると考えております。但

し、本優先株式及び下記②の新

株予約権が当初転換・行使価額

50円にて転換・行使されたと仮

定した場合、発行済普通株式数

は、現状の約43.5百万株から

110百万株増加し、約153.5百万

株となり希薄化が想定されま

す。株主の皆様には、多大なご

負担とご迷惑をおかけいたすこ

とを重ねてお詫び申し上げます

と共に、事情賢察の上、引き続

きのご理解とご支援を賜ります

よう、何卒宜しくお願い申し上

げます。 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 第１回転換予約権付Ａ種優先株式
（仮称）の概要 

  
 第１回転換予約権付Ｂ種優先株式
（仮称）の概要 

発行株式の
種類・数 

下方修正条項付
転換予約権付優
先株式
40,000,000株 

発行価額 １株につき50円 

発行価額の
合計 

2,000,000,000円 

割当先 
 
 

森電機株式会社
が単独で匿名組
合出資する匿名
組合 

発行方法 第三者割当方式 

申込期日 2006年３月下旬 

払込期日 2006年３月下旬 

当初１株あ
たり転換価
額 

50円（下限価格
23円） 

目的 財務体質の強化 

資金使途 今後想定される
課徴金等の支
払、事業再生計
画で予定されて
いるリストラ費
用・既存借入金
の一部返済等 

発行株式の
種類・数 

下方修正条項付
転換予約権付優
先株式50,000株 

発行価額 １株につき
10,000円 

発行価額の
合計 

500,000,000円 

割当先 
 
 

森電機株式会社
が単独で匿名組
合出資する匿名
組合 

発行方法 第三者割当方式 

申込期日 2006年９月末日
迄 

払込期日 2006年９月末日
迄 

当初１株あ
たり転換価
額 

50円（下限価格
23円） 

目的 財務体質の強化 

資金使途 今後想定される
課徴金等の支
払、事業再生計
画で予定されて
いるリストラ費
用・既存借入金
の一部返済等 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（注）なお、上記優先株式に係る普

通株式に対する優先権の内

容、下方修正条項等の諸条件

については、来年１月中に予

定されております正式契約締

結までには決定し、決定次第

ご報告申し上げます。 

  

 ②森電機のマネージメントを中心

とした投資家を匿名組合員とし

て組成される匿名組合に対する

総額30億円の新株予約権の発行 

  

当社を取り巻く外部環境の厳し

さ及び先行きの不透明さを考慮

し、また、当社事業再生計画の

メインスポンサーとなる森電機

からの提案もあり、当社事業再

生計画の確実な遂行の下支え並

びに経営基盤及び財務基盤の更

なる強化のため、当社は、既存

の橋梁事業に加え新規事業分野

に進出することを企図しており

ます。 

具体的には、当社は、今後、メ

インスポンサーとなる森電機お

よび主要取引銀行であるみずほ

銀行様からのご理解とご支援を

いただき、また、株主様にお諮

りした上で、当社が設立する

100％子会社を通じて企業買

収・事業再生投資分野に進出す

ることを考えております。当社

は当該事業を通じて、株主ある

いは出資者としての有限責任を

出資割合に応じて享受すること

を予定しております。 

これにより、先行き不透明な業

界環境への対応力及び非常に厳

しい競争環境下での企業抵抗力

を高めることが可能になると考

えており、今後、経営基盤及び

財務基盤の強化を通じ、当社事

業再生計画の遂行可能性が大い

に高まり、計画の確実な履行に

よって早期信用回復を果たすこ

とにより、関係各位の皆様のご

支援に応えることができると考

えております。 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

なお、当該新規事業進出にかか

る資金確保及び財務基盤強化の

ため、上記①の本優先株式の発

行に加え、森電機のマネージメ

ントを中心とした投資家を匿名

組合員として組成される匿名組

合に対し、下記概要の有利発行

による新株予約権を発行するこ

とを予定しております。 

  
 新株予約権の発行概要 

（注）なお、上記新株予約権に係る

下方修正条項等の諸条件につ

いては、来年１月中に予定さ

れております正式契約締結ま

でには決定し、決定次第ご報

告申し上げます。 

新株予約権
の種類 

下方修正条項付
新株予約権 

個数 300個 

株式の種類
及び株式数 

普通株式
60,000,000株 

発行価額 
 

一個あたり
40,000円 

発行価額の
合計 

12,000,000円 

割当先 森電機のマネー
ジメントを中心
とした投資家を
匿名組合員とし
て組成される匿
名組合に全額割
り当てる。 

申込期日・
払込期日 

2006年３月下旬 

発行日 2006年３月下旬 

当初１株あ
たり行使価
額 

50円（下限価格
23円） 

払込金額の
総額 

3,000,000,000円 

権利行使期
間 

2006年３月下旬
から３年間 

目的 事業再生計画の
早期完了、企業
価値の向上 

資金使途 企業買収・事業
再生投資 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現状想定している企業買収・事業

再生投資事業 

  
なお、上記②に加えて、当社と

当初新株予約権を引き受ける森

電機のマネージメントを中心と

した投資家を匿名組合員として

組成される匿名組合との間で、

新規事業投資資金確保のための

追加的かつ継続的な資金調達等

を目的としたエクイティファイ

ナンスを実施するための契約

（以下、「エクイティ・ファシ

リティ・ライン」という）を締

結する予定です。当該エクイテ

ィ・ファシリティ・ラインに基

づき調達した資金は、当社が今

後設立する100％子会社を通し

て行う企業買収・事業再生投資

に適宜活用されます。なお、エ

クイティ・ファシリティ・ライ

ンに基づき将来発行される新株

予約権等の発行条件は有利発行

に該当しない予定です。 

また、当社が今後設立する

100％子会社を通して行う企業

買収・事業再生投資に対して、

当社とみずほ銀行様との間で、

ノンリコース型デット・ファシ

リティ・ライン契約の締結をい

たしました。この契約に基づ

き、みずほ銀行様による個別案

件毎の必要な審査手続等を経

て、当社が設立する100％子会

社を通じ出資するSPC、その他

個別案件毎の事業主体に対し個

別案件毎の融資が実行されるこ

とにより、機動的に企業買収・

事業再生投資を遂行・執行する

ことが可能となります。また、

今後企業買収・事業再生投資を

行っていくにあたり、みずほ銀

行様より、M&A案件情報の提

供、案件の調査並びに投資に必

要となる各種助言及び支援のご

協力を適宜いただくことを予定

しております。 

橋梁会社業界再編のための事
業再生投資 

会社買収投資 

企業再編投資等 

企業防衛を企図する投資先企
業の自己株取得を含む企業価
値向上のためのリキャピタリ
ゼーション投資 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 エクイティ・ファシリティ・ライ
ン契約の概要 

  
 デット・ファシリティ・ライン契
約の概要 

  
 ③本件が事業再生計画における業

績計画に与える影響 
  
ａ．事業再生計画では、当初来年
３月までに総額25億円の増資
を実施する予定でありました
が、上記①により総額25億円
のうち５億円については来年
９月までに実施する予定に変
更になりました。但し、事業
再生計画期間（３ヵ年）内で
は計画通りであります。 

発行株式の
種類 

新株予約権・株
式・優先株式・
新株予約権付社
債等 

引受・割当
先 

森電機のマネー
ジメントを中心
とした投資家を
匿名組合員とし
て組成される匿
名組合 

ファシリテ
ィ額 

当初30億円 

資金使途 
 

企業買収・事業
再生投資の資金 

ファシリテ
ィ期間 

平成18年３月下
旬から３年間 

有利発行の
有無 

該当なし 

借入先 株式会社みずほ
銀行 

借入主体 弊社が設立する
100％子会社を通
じ出資するSPC、
その他個別案件
ごとの事業主体 

ファシリテ
ィ額 

当初70億円 

資金使途 
 

企業買収・事業
再生投資の資金 

ファシリテ
ィ期間 

平成18年３月下
旬から３年間 

目的 ノンリコースロ
ーン型資金調達
（投資案件毎の
上限70%） 

制約事項 みずほ銀行によ
る個別案件毎の
審査・融資実行
の応諾 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

ｂ．新株予約権の発行並びに企業

買収・事業再生投資分野への

進出による当社の業績等に与

える影響につきましては、現

状未確定であり修正の必要が

生じた際は、適時開示させて

いただきます。 

  
（ご参考：森電機株式会社の概要） 
  

名称 森電機株式会社 

主な事業内
容 

産業用照明器
具・事業投資 

設立 昭和10年12月 

本店所在地 
 
 

東京都港区高輪
２－１５－８ 

代表者 代表取締役社長 
小川 浩平 

資本の額 442百万円（平成
17年３月31日現
在） 

従業員数 17名（平成17年
３月31日現在） 

売上高 658百万円（平成
17年３月期） 

    



  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（2）希望退職者募集 

当社は、平成17年12月26日労働

組合と希望退職者の募集に関す

る協定を締結いたしました。 

  

 ①希望退職者募集の理由 

当社は、平成17年11月16日に

「私的整理に関するガイドライ

ン」に基づく「事業再生計画」

を策定いたしました。この「事

業再生計画」の骨子の一つであ

る人員削減を実現するため、こ

の度希望退職者の募集を行うも

のであります。 

  
 ②希望退職者募集の概要 

  
 ③今後の見通し 

現段階では希望退職への応募人

員が確定しておりませんので、

平成18年３月期の業績への影響

等は未定であります。影響額が

確定次第速やかに公表いたしま

す。 

  

募集人員 55名 

募集期間 平成18年１月10日
から1月25日まで 

退職日 平成18年３月31日 

    



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 
  

事業年度 
(第137期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書 
の訂正報告書 

(1)の有価証券報告書の訂正報告書 
  

  平成18年７月11日 
関東財務局長に提出。 



  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月19日

株式会社サクラダ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

クラダの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第138期連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務

諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社サクラダ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

事務所名   仲井公認会計士事務所 

公認会計士   仲  井  良  治  ㊞ 

事務所名   松下公認会計士事務所 

公認会計士   松  下  素  久  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月28日

株式会社サクラダ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

クラダの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第137期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サクラダの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

１ 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間末において、7,391百万円の債務超

過の状況にあり、「私的整理に関するガイドライン」に基づく「事業再生計画」を策定している。この状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響は反映していない。 
  
２ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用している

ため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 
  
３ 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は公正取引委員会から排除勧告を受け、これに応諾した。また、

スポンサー候補の選定、スポンサー候補と会社の事業再生支援に関する基本合意書の締結、第三者割当増資、新株

予約権発行並びに希望退職者募集の決議がなされている。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

事務所名   仲井公認会計士事務所 

公認会計士   仲  井  良  治  ㊞ 

事務所名   松下公認会計士事務所 

公認会計士   松  下  素  久  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月19日

株式会社サクラダ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

クラダの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第138期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サクラダの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

事務所名   仲井公認会計士事務所 

公認会計士   仲  井  良  治  ㊞ 

事務所名   松下公認会計士事務所 

公認会計士   松  下  素  久  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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